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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。  

  

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第36期 

第２四半期連結 
累計期間 

第37期 
第２四半期連結 

累計期間 
第36期 

会計期間 
自平成23年４月１日 
至平成23年９月30日 

自平成24年４月１日 
至平成24年９月30日 

自平成23年４月１日 
至平成24年３月31日 

売上高（千円）  4,373,144  4,630,020  8,856,756

経常利益（千円）  350,100  252,343  681,519

四半期（当期）純利益（千円）  193,804  127,154  208,750

四半期包括利益又は包括利益 

（千円） 
 193,517  128,968  208,672

純資産額（千円）  4,799,354  4,821,642  4,753,592

総資産額（千円）  7,309,833  7,156,163  7,428,044

１株当たり四半期（当期）純利益金

額（円） 
 39.77  26.09  42.83

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  65.7  67.4  64.0

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 379,419  △311,513  572,321

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △24,004  △56,042  △39,946

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △60,954  △60,918  △121,872

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高（千円） 
 2,954,952  2,642,520  3,070,995

回次 
第36期 

第２四半期連結 
会計期間 

第37期 
第２四半期連結 

会計期間 

会計期間 
自平成23年７月１日 
至平成23年９月30日 

自平成24年７月１日 
至平成24年９月30日 

１株当たり四半期純利益金額 

（円） 
 17.63  17.41

２【事業の内容】
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 当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

  

(1) 業績の状況 

 当第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日～平成24年９月30日）におけるわが国経済は、復興需要など

に牽引され緩やかに回復しつつありましたが、欧州や中国をはじめとした海外経済の減速などにより輸出が弱

含みの動きとなっており景気の下振れが懸念される状況にあります。 

 情報サービス産業におきましては、経済産業省が公表する特定サービス産業動態統計の月次売上高の前年同

月比推移によりますと、長らく続いたマイナス基調から脱し直近ではプラス基調へ好転したものの、依然、ユ

ーザー企業のソフトウエア投資に対する慎重な姿勢は、継続されている状況で推移しました。 

 この中にあって当社グループは、重点戦略顧客を明確にし、既存案件の規模拡大を図るとともに新規案件や

新分野への参入に注力してまいりました。 

 その結果、連結売上高は4,630百万円（前年同四半期増減率5.9％増）、営業利益は260百万円（同25.0％

減）、経常利益は252百万円（同27.9％減）、四半期純利益は127百万円（同34.4％減）となりました。 

 サービス分野別の売上高につきましては、システムの企画／設計・開発フェーズで提供するシステム・ソリ

ューションサービスは、金融及び流通業界向け案件の受注拡大などにより、2,802百万円（同13.5％増）とな

りました。また、システムの稼働後に提供するシステム・メンテナンスサービスは、非金融業界向けの案件は

拡大しましたが、銀行業界向けのエンド・ユーザーとの取引が縮小したことなどにより、1,827百万円（同

4.0％減）となりました。利益面につきましては、社員の定着率の向上に伴い退職給付債務が増加し数理計算

上の差異53百万円を一括償却したこと及び事業所移転に伴う特別損失計上31百万円などにより、前年同四半期

と比べ減益となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結累計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、2,642百

万円と前年同四半期連結累計期間（2,954百万円）より312百万円減少しております。 

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、△311百万円（前年同四半期連結累計期間379百万円）となりまし

た。これは、税金等調整前四半期純利益221百万円などによる資金増加から、その他の流動負債の減少額△401

百万円及び法人税等の支払額△138百万円などによる資金減少があった結果であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、△56百万円（前年同四半期連結累計期間△24百万円）となりまし

た。これは、敷金及び保証金の差入による支出△49百万円などによる資金減少があった結果であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、△60百万円（前年同四半期連結累計期間△60百万円）となりまし

た。これは、配当金の支払額△60百万円によるものであります。 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(4) 研究開発活動 

 当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、25百万円であります。なお、当

第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(5) 生産、受注及び販売の実績 

当社グループの事業は、バリュー・ソリューションサービス事業単一でありますが、サービス分野別の生

産、受注及び販売の状況を示すと、次のとおりであります。 

①生産実績 

 （注）上記の金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

②受注状況 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．受注高は「受注・売上管理規則」に基づき個別契約の締結、注文書もしくはこれらに準じる文書を受領した

ときをもって計上しております。 

③販売実績 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総

販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

サービス分野別 

当第２四半期連結累計期間 

(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年９月30日) 

前年同四半期増減率 

（％） 

システム・ソリューションサービス(千円) 2,821,879  11.8

システム・メンテナンスサービス(千円) 1,835,802    △4.0

合計(千円) 4,657,682  4.9

サービス分野別 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年９月30日） 

受注高 
前年同四半期 
増減率（％） 

受注残高 
前年同四半期 
増減率（％） 

システム・ソリューションサービス(千円)  2,932,176  13.3  1,002,629  21.7

システム・メンテナンスサービス(千円)  1,853,082  8.8  528,932  5.1

合計(千円)  4,785,259  11.5  1,531,562  15.4

サービス分野別 
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年９月30日） 

前年同四半期増減率（％） 

システム・ソリューションサービス(千円) 2,802,866  13.5

システム・メンテナンスサービス(千円) 1,827,154  △4.0

合計(千円) 4,630,020  5.9

相手先 

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

株式会社野村総合研究所  2,332,217  53.3  2,820,398  60.9
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また、業種別販売実績は次のとおりであります。 

   

(6) 主要な設備 

 当社において前連結会計年度末に計画しておりました、事業所の新設、除却等の計画のうち、新みなとみらい事業

所の新設及び関内事業所の除却については、計画とおり完了いたしました。一方、旧みなとみらい事業所の除却につ

いては、原状回復工事期間延長により、完了予定年月が平成24年10月に変更となっております。なお、新設、除却等

による生産能力・営業能力に及ぼす影響はありません。 

 また、当第２四半期連結累計期間において、新たに確定した主要な設備の新設、休止、大規模改修、除却、売却等

の計画はありません。 

業種別 

当第２四半期連結累計期間 

（自 平成24年４月１日 

  至 平成24年９月30日) 

前年同四半期増減率 

（％） 

金融 

銀行(千円)  640,966  2.2

証券(千円)  438,185  8.8

保険(千円)  2,502,877  4.2

金融小計(千円)  3,582,029  4.4

非金融 

公共(千円)  207,734  △5.7

流通(千円)  157,328  27.8

クレジット(千円)  390,151  3.6

その他(千円)    292,776  32.3

非金融小計(千円)  1,047,991  11.3

合計(千円)  4,630,020  5.9

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  18,000,000

計  18,000,000

種類 
第２四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成24年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成24年11月13日） 

上場金融商品取引所名ま
たは登録認可金融商品取
引業協会名 

内容 

普通株式  6,206,496  6,206,496 東京証券取引所市場第二部 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は100

株であります。 

計  6,206,496  6,206,496 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成24年７月１日～

平成24年９月30日 
 － 6,206,496 － 689,044  － 665,721
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（６）【大株主の状況】

  平成24年９月30日現在

氏名または名称  住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ハイマックス 横浜市中区本町二丁目22番地  1,333  21.47

前田 眞也 横浜市金沢区  356  5.74

株式会社前田計画研究所 横浜市金沢区瀬戸８－１  312  5.03

ハイマックス社員持株会 横浜市中区本町二丁目22番地  298  4.80

山本 昌平 横浜市緑区  277  4.46

株式会社野村総合研究所 東京都千代田区丸の内１丁目6－5  237  3.82

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目7－1  219  3.53

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目6－6  201  3.24

富国生命保険相互会社 

 （常任代理人 資産管理サー

ビス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区内幸町２丁目2－2 

（東京都中央区晴海１丁目８－12） 
 140  2.26

株式会社みずほ銀行 

 （常任代理人 資産管理サー

ビス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区内幸町１丁目1－5  

（東京都中央区晴海１丁目８－12） 
 140  2.25

計 ―  3,516  56.65
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①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成24年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     1,333,000 ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式     4,872,400  48,724 ― 

単元未満株式 普通株式         1,096 ― ― 

発行済株式総数  6,206,496 ― ― 

総株主の議決権 ―  48,724 ― 

  平成24年９月30日現在

所有者の氏名または名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社ハイマックス 
横浜市中区本町 

二丁目22番地 
 1,333,000  －  1,333,000  21.47

計 ―  1,333,000  －  1,333,000  21.47

２【役員の状況】

2012/11/14 15:10:5712864538_第２四半期報告書_20121114151040

- 7 -



１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日から平

成24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,070,995 2,642,520

売掛金 1,108,603 1,165,409

仕掛品 31,879 57,909

その他 417,422 449,696

流動資産合計 4,628,899 4,315,537

固定資産   

有形固定資産 37,449 88,171

無形固定資産 31,531 36,748

投資その他の資産   

長期預金 1,670,000 1,670,000

その他 1,062,534 1,048,077

貸倒引当金 △2,371 △2,371

投資その他の資産合計 2,730,163 2,715,705

固定資産合計 2,799,144 2,840,625

資産合計 7,428,044 7,156,163

負債の部   

流動負債   

買掛金 300,582 275,247

未払法人税等 149,383 104,372

賞与引当金 469,459 469,996

役員賞与引当金 24,880 4,650

その他 817,795 479,646

流動負債合計 1,762,101 1,333,913

固定負債   

退職給付引当金 842,711 887,666

その他 69,640 112,940

固定負債合計 912,351 1,000,606

負債合計 2,674,452 2,334,520

純資産の部   

株主資本   

資本金 689,044 689,044

資本剰余金 665,722 665,722

利益剰余金 4,283,192 4,349,428

自己株式 △882,807 △882,807

株主資本合計 4,755,151 4,821,387

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △1,559 254

その他の包括利益累計額合計 △1,559 254

純資産合計 4,753,592 4,821,642

負債純資産合計 7,428,044 7,156,163
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

売上高 4,373,144 4,630,020

売上原価 3,457,167 3,842,981

売上総利益 915,976 787,039

販売費及び一般管理費 ※1  569,022 ※1  526,667

営業利益 346,953 260,372

営業外収益   

受取利息 2,458 1,989

保険返戻金 47 4,412

その他 2,377 1,862

営業外収益合計 4,883 8,264

営業外費用   

投資有価証券評価損 333 6,452

保険解約損 － 9,804

その他 1,402 35

営業外費用合計 1,736 16,292

経常利益 350,100 252,343

特別損失   

事務所移転費用 － 31,142

特別損失合計 － 31,142

税金等調整前四半期純利益 350,100 221,200

法人税等 156,296 94,045

少数株主損益調整前四半期純利益 193,804 127,154

四半期純利益 193,804 127,154
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 193,804 127,154

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △287 1,814

その他の包括利益合計 △287 1,814

四半期包括利益 193,517 128,968

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 193,517 128,968

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 350,100 221,200

減価償却費 8,691 10,764

賞与引当金の増減額（△は減少） 20,213 537

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △5,180 △20,230

退職給付引当金の増減額（△は減少） 40,481 44,955

長期未払金の増減額（△は減少） － 43,300

受取利息及び受取配当金 △2,599 △2,279

売上債権の増減額（△は増加） 121,109 △56,806

前受金の増減額（△は減少） 1,747 15,537

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,446 △25,824

その他の流動資産の増減額（△は増加） △7,189 1,833

仕入債務の増減額（△は減少） △3,783 △25,334

未払消費税等の増減額（△は減少） 1,906 △11,460

受注損失引当金の増減額（△は減少） 1,000 －

その他の流動負債の増減額（△は減少） 18,541 △401,962

移転費用 － 31,142

その他 2,778 12,813

小計 550,264 △161,814

利息及び配当金の受取額 2,909 2,268

法人税等の支払額 △176,183 △138,107

法人税等の還付額 2,429 －

移転費用の支払額 － △13,860

営業活動によるキャッシュ・フロー 379,419 △311,513

投資活動によるキャッシュ・フロー   

敷金及び保証金の差入による支出 － △49,264

敷金及び保証金の回収による収入 682 －

有形及び無形固定資産の取得による支出 △17,849 △34,707

保険積立金の積立による支出 △5,906 △41,844

保険積立金の解約による収入 － 71,038

定期預金の預入による支出 △270,000 －

定期預金の払戻による収入 270,000 －

その他 △931 △1,264

投資活動によるキャッシュ・フロー △24,004 △56,042

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △35 －

配当金の支払額 △60,918 △60,918

財務活動によるキャッシュ・フロー △60,954 △60,918

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 294,459 △428,474

現金及び現金同等物の期首残高 2,660,492 3,070,995

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,954,952 ※  2,642,520
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【会計方針の変更等】

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年９月30日） 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得

した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 これにより、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益はそれぞれ263千円増加しております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年９月30日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

   
前第２四半期連結累計期間 
（自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日） 

  千円 千円 

従業員給与手当  177,267  179,459

役員賞与引当金繰入額  11,500  4,650

賞与引当金繰入額  60,015  57,722

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年９月30日） 

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

             （平成23年９月30日現在） 

資金の範囲に含めた現金及び現金同等物の四半期末残高

は、四半期連結貸借対照表の現金及び預金勘定残高（

千円）と一致しております。 2,954,952

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

             （平成24年９月30日現在） 

資金の範囲に含めた現金及び現金同等物の四半期末残高

は、四半期連結貸借対照表の現金及び預金勘定残高（

千円）と一致しております。 2,642,520
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Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日） 

（1）配当金支払額 

  

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの 

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日） 

（1）配当金支払額 

  

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの 

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日  至 平成23年９月30日）及び当第２四半期連結累計期

間（自 平成24年４月１日  至 平成24年９月30日） 

当社グループは、バリュー・ソリューションサービス事業の単一セグメントであるため、記載を省略して

おります。 

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月17日 

定時株主総会 
普通株式 60,918 12.5 平成23年３月31日 平成23年６月20日 利益剰余金 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年11月４日 

取締役会 
普通株式 60,918 12.5 平成23年９月30日 平成23年12月５日 利益剰余金 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年６月20日 

定時株主総会 
普通株式 60,918 12.5 平成24年３月31日 平成24年６月21日 利益剰余金 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年11月５日 

取締役会 
普通株式 60,918 12.5 平成24年９月30日 平成24年12月５日 利益剰余金 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】
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当第２四半期連結会計期間末（平成24年９月30日） 

著しい変動がないため記載を省略しております。 

当第２四半期連結会計期間末（平成24年９月30日） 

著しい変動がないため記載を省略しております。  

当第２四半期連結会計期間末（平成24年９月30日） 

該当事項はありません。  

当第２四半期連結会計期間（自 平成24年７月１日 至 平成24年９月30日） 

該当事項はありません。 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

 該当事項はありません。  

  

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（企業結合等関係）

（１株当たり情報）

  
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 39 77 円 銭 26 9

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（千円）  193,804  127,154

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  193,804  127,154

普通株式の期中平均株式数（株）  4,873,474  4,873,457

（重要な後発事象）
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 平成24年11月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・60,918千円 

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・12円50銭 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・平成24年12月５日 

 （注） 平成24年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

２【その他】
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 該当事項はありません。  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハイマ

ックスの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日から

平成24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ハイマックス及び連結子会社の平成24年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

独 立 監 査 人 の 四 半 期 レ ビ ュ ー 報 告 書 

  平成24年11月12日

株 式 会 社 ハ イ マ ッ ク ス   

  取 締 役 会 御 中     

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人 

  
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 

公認会計士 尾 﨑 隆 之  印 

  
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 

公認会計士 薄 井   誠  印 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

 報告書提出会社）が別途保管しております。  

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。  
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